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人口流出による可視的な部分にまで及んでいる

ことが整理された。  

 

第二章  小規模小学校の存廃問題に直面する

自治体の実態  

 本章では、第一章で示したように、自治体レベ

ルでの学校統廃合のインセンティブが低い中で、

小規模小学校を存続させている典型事例として、

熊本県多良木町立槻木小学校の再開校の事例に

ついて検討した上で、第三章における分析の視点

を設定することを目的とした。槻木小学校の再開

校については、主導者的役割を担う外部人材の存

在、また、終始「地域の論理」に沿って再開校の

議論が行われた点で、事例の特殊性を孕んでいた。  

「人口減少時代」を迎えた我が国においては、

「コンパクトシティ」や、それに伴う「撤退戦」

の考え方が重要となっている。そのため、小規模

小学校の存続について検討する際も、このような

視点に立った議論が必要であると考えられる。そ

こで、第三章における分析の視点として、教育行

政は「学校が存続するうちに、どのように資源と

して活用できるのか」、また小規模小学校を存続

させることに対して「教育的にどのように意味づ

けすることができるのか」を設定した。  

 

第三章  小規模小学校存続の事例分析  

 本章では、地方教育行政による小規模小学校存

続に対する実践の事例として、宮崎県五ヶ瀬町の

「五ヶ瀬教育ビジョン」に焦点を当て、インタビ

ュー調査を行い、第二章で設定した分析視点に基

づいて分析することにより、「人口減少時代」に

おいて「撤退戦」を迎える方向性について考察を

図ることを目的とした。「五ヶ瀬教育ビジョン」

の定着過程及び教育活動実態を解明することに

より、まず、小規模小学校存続における教育的な

意味づけとしては、クラスの少人数化を単なる悪

条件として捉えるのではなく、「日常的にきめ細

やかな少人数指導ができる環境である」と認識し

ている点が挙げられた。その際、小規模小学校の

デメリットを補うシステムとして「Ｇ授業」(日々

の授業は各学校で少人数で行いながら、大人数が

必要な際には町内の学校を集めて授業を行う形

態 )が行われていたが、そのような認識や特異な

システムは、教育委員会主導のトップダウンで行

われ、教員の「やらされ感」を生んでいた。しか

し、教育長の交代を機に、教員が「やりやすいよ

うに」取り組みを変換させていくことにより、「五

ヶ瀬教育ビジョン」の定着に繋がったことが明ら

かとなった。また、資源としての小規模学校の活

用に関しては、「体験活動」において「五ヶ瀬を

知り、五ヶ瀬で学び、五ヶ瀬に貢献する教育活動

の充実」を視点とし、地域との交流に留まらず、

地域の将来を担う人材の育成が行われていた。さ

らに、このような実践は、中学校の統廃合の文脈

においても、児童・生徒間や集落間の「心理的な

壁」を取り除く効果をもたらしていた。これは、

学校統廃合という人口減少による政策の実行に

伴い、集落ごとの強いコミュニティ意識を融和さ

せる上での、無意図的な資源としての学校の活用

と言える。このような五ヶ瀬町の教育行政の取り

組みは、「人口減少時代」において「撤退戦」を

迎える 1 つの方向性を示していることを指摘し

た。  

 

終章  本論文の成果と課題  

本論文は、小規模小学校を存続させる選択をし

た自治体として、宮崎県五ヶ瀬町の試みに焦点を

当て、その定着過程と教育活動実態を解明した。

その上で、五ヶ瀬町の教育行政の取り組みが、人

口減少を前提とした政策の実行に伴うマイナス

の影響を最小化する努力として「撤退戦」の 1 つ

の方向性を示していることを明らかにした。  

一方で、小規模校の存続要件についての先行研

究が乏しく、先行研究に基づいた分析枠組みの設

定を行うことができず、分析視点の妥当性に疑問

が生じ得る点、また、小規模小学校を存続させて

いる自治体のみに調査・分析対象を絞っているた

めに、「存続要件」の抽出には至らず、調査・分

析の結果が一般化することが可能なものなのか、

事例の特殊性に基づいたものなのか、判断できな

い点等に課題があると考える。  
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【概要】  

 
序章  本論文の目的と方法  

本論文は、知識移転プロセスを参考に、学校組

織の外部にある教育実践の導入とその促進・阻害

要因を明らかにすることを目的とする。  

知識移転とは、一般経営学における組織学習の

一形態である。組織学習において共通して言及さ

れるのは、組織はその前提として存在する文化や

システムを修正することによって自己変革を達

成するということである。また、組織学習は近年、

市場がグローバルな場へと転換されてゆく中で

変化が生じてきている。国際的な競争力の中での

生き残りをせまられるようになった企業が、組織

内での知識の創造に限界を認め、他社との戦略的

提携（アライアンス）による新たな価値創造を模

索するようになった。組織内における組織学習か

ら、外部組織との交流の中で新たな知識を生み出

そうとする組織の学習行動は組織間学習とよば

れ、そこでは、自己変革の資源として知識が探索

された。そのような背景から知識移転のメカニズ

ムを明らかにしようとする機運が高まっている。 

他方、近年の学校ならびに教師を取り巻く環境も

大きな変化にさらされているといわれる。団塊の

世代の大量退職とそれに伴う若手の大量採用は

学校組織の年齢構成をいびつなものとしている。   

また行政による上意下達の学校改革は教員の

ペーパーワークを増大させ、「多忙化」を招いて

いると指摘される（油布 ,2007）。このように日本

の学校組織では校内研究などフォーマルな場や

それ以外のインフォーマルな場で行われてきた

知識の創造・発展・継承が難しいものとなってき

ていると言われる。そのような中で、OECD（ 2000）

においてもナレッジ・マネジメントの視点から、

学校組織における知識移転の可能性に期待が高

まっている。  

なお、組織の知識創造に関しては、野中（ 1996）

を筆頭としたナレッジ・マネジメント論において

議論されており、知識は組織にとってヒト・モ

ノ・カネに次ぐ新たな経営資本とされる。本論文

ではそうしたナレッジ・マネジメント論のなかで

解明が試みられようとする知識がどのように組

織間で移転するのかという議論から、学校組織に

おける教育実践の導入とその促進・阻害要因の考

察を試みる。  

 

第一章  組織の自己変革  

 本章では、教育実践の導入を考察するための視

点を知識移転論に求めるために、その根拠と妥当

性について論じることを目的とした。第一節では

知識移転を包含する組織学習についてその動向

を整理し、組織の自己変革がその根底にある文化

やシステムの修正によって生じることを明示し

た。また第二節においては、企業組織の組織学習

が社会の変化に伴って組織間学習へと広がるな

かで、自己変革を生じさせる知識の性質やその探

究に関心が高まり、知識移転論が導き出されるこ

とを示した。第三節では、本論の関心である学校

による教育実践の導入が知識移転論における創

始の段階に着目することで、その視点として①実

践を行う必要性に関する意識②教育実践の導入

への意思決定が析出されることを示した。  

 

 

－149－



第二章  タイプ別にみる教育実践の導入  

本章では、第一章で導き出した教育実践の視点

から、種々の教育実践におけるその導入過程を考

察することを目的とした。第一節では、雑誌資料

『総合教育実技術』が種々の教育実践の導入過程

を参照するにあたって適した資料であることを

論じ、そこで紹介される実践を教科のなかで行わ

れるもの（ A タイプ）、教科外活動として行われ

るもの（ B タイプ）、教科においても教科外活動

においても行われているもの（ C タイプ）の 3 種

類にタイプ分けし、その考察を試みてゆくことを

示した。第二節では、前節で示した手続きのもと

得られた情報を整理し、第三節においてその考察

を行った。その結果、学校における教育実践の導

入に当たっては、生徒の問題行動などに見られる

組織内での課題意識や、研究指定校に当たってい

ることなど、組織外から刺激を与えられることで

新しい実践を導入するインセンティブが生じて

いることを明らかにした。すなわち、その実践の

教育効果に対する期待感などはその促進要因と

しては大きな影響力を持たないことが分かった。   

また、意思決定に関する視点からは、実践の導

入の最終的な決断を下すのは校長を筆頭とした

管理職ではあるものの、取り組みが始まる条件と

し て 学 校 組 織 の 外 部 資 源 の 利 活 用 の 状 況 が 促

進・阻害要因として影響することを明らかにした。 

 

第三章  事例調査にみる教育実践の導入  

本章では、第一章でその視点として析出した①

実践を行う必要性に関する意識②教育実践の導

入への意思決定に加え、第二章より新たに析出さ

れた③実践の導入における研究指定の影響④外

部資源の利活用の状況について聞き取り調査を

行った。学校組織の外部にある資源としての教育

実践を、取り入れようと試みた 2 つの事例（「 [よ

のなか ]科」と「トイレ掃除に学ぶ会」）について、

そのキーパーソンを対象に聞き取り調査を行っ

た。またそれによって導入へのより詳細な取り組

みに関する情報から考察を試みた。第一節では、

調査の概要と取り扱う実践に関する紹介を行っ

た。2 つの事例の社会的な広がりなど関連資料か

ら可能な限り論じた。第二節では、第一節で示し

た手続きのもと得られた情報を整理・分析し、第

三節においてその考察を行った。  

その結果、教育実践の導入にあたっては、内的

な要因として組織内で新たな取り組みを行うこ

とに対する抵抗感のなさが教育実践の導入に影

響していることが分かった。これは、第一章にお

ける組織間学習の特性として指摘された学習の

慣性のあらわれである可能性が高い。  

また、外的な要因としては、第二章で析出した

視点から、研究指定が新たな実践の導入を促進し

ているということを明らかにした。  

なお、実践の導入には予算面での壁が存在して

いたことから、研究指定は組織にとって研究発表

のための準備をしなければならないという動機

付けを行うのみならず、その為の資金を提供して

いるという側面があることを明らかにした。また

予算に関しては、「トイレ掃除に学ぶ会」の事例

では、校長の教育行政とのコネクションやマネジ

メントによって、予算的な壁がクリアされ、その

実践の導入が大きく促進される要因となってい

たことがうかがえた。このことからも予算面での

障壁は実践の導入を大きく阻害する要因として

存在していることが確認された。  

 

終章  本論文の成果と課題  

本論文では、組織ルーチンの変化を伴う教育実

践の導入を考察した。その結果、教員の新たな取

り組みを始めることに対する抵抗感のなさと、校

長の外部資源の利活用の状況を内部要因として

指摘し、また研究指定校のもたらす、2 つの促進

要因として、新しいことを始めなければならない

とするインセンティブが働くこと、予算的に条件

が整備されることで導入のハードルが下がるこ

とを明らかにした。  

一方で方法論の妥当性に関して、多様な実践の

導入過程を比較検討することを行うために雑誌

資料を用いたものの、その実践の抽出方法にあた

っては、その基準には曖昧性が残ったままとなっ

た。また、本論文の成果と先行研究の接続に関し

ては教育イノベーション論などの理論的背景を

踏まえた位置づけを再考する必要性があるだろ

う。  
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